
別紙

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令案に関する

パブリックコメントについて

目的

ＩＭＯ（国際海事機関）は、平成１７年７月に、ＭＥＰＣ５３（海洋環境保護

委員会第５３回会合）において、船舶からの硫黄酸化物排出規制海域として新た

に北海海域を追加することを内容としたマルポール条約附属書Ⅵ（以下「附属書

Ⅵ」という。）の改正を採択した。当該改正は、本年５月２１日までに一定国数

以上の異議通告がなかったことから、本年１１月２２日に自動的に発効し、我が

国に対しても効力を有することとなる。従って、上記改正内容を担保する必要が

あることから、今般、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令を改正

する予定である。

概要

１ 北海海域における船舶からの硫黄酸化物の放出に係る規制を強化し、同海域を

船舶が航行する場合には、次のいずれかに従うこととする。

（１）硫黄分濃度が質量百分率１．５％以下であること及び無機酸を含まないこと

を条件とする燃料油を使用する。（第１１条の６関係）

（２）硫黄分濃度が質量百分率１．５％を超え、４．５％以下であること及び無機

酸を含まないことを条件とする燃料油を使用する場合には、硫黄酸化物放出低

減装置を設置し、使用する。（第１１条の７関係）

２ 施行期日

本政令は、附属書Ⅵの改正が発効する本年１１月２２日に施行予定である。


